
平成１４年３月期　　個別財務諸表の概要 平成１４年 ５月２７日

上場会社名 トナミ運輸株式会社  上場取引所   東証・大証

コード番号 ９０７０ 本社所在都道府県   富山県

（ＵＲＬ　http://www.tonami.co.jp）

問 合 せ 先     責任者役職名 常務取締役財務部長

氏　　　　名 國  貞   明  良         ＴＥＬ　（０７６６）２１－１０７３

決算取締役会開催日 平成１４年　５月２７日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日 平成１４年  ６月２７日 単元株制度採用の有無　有(1 単元　1,000 株)

１．１４年３月期の業績（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

（１）経 営 成 績  (注) 金額は百万円未満切捨

　　営 業 収 益         　　営 業 利 益         　　経 常 利 益         

14年 3月期

13年 3月期

           百万円          ％

     98,462     △  2.0

    100,508     　  0.2

           百万円          ％

      1,941        14.6

      1,694         9.8

           百万円          ％

      2,351         6.6

      2,205         0.7

当 期 純 利 益 1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1 株当たり当期純利益

株 主 資 本      

当期純利益率

総  資  本      

経常利益率      

営 業 収 益      

経常利益率      

14年 3月期

13年 3月期

        百万円        ％

     578       －

△ 8,887       －

    円    銭

   5  92

△91　05

      円     銭            ％

　　 1.3

 △ 18.0

           ％

     2.1

     1.9

           ％

     2.4

     2.2

（注） １．期中平均株式数 14 年 3 月期　97,607,386 株　 13 年 3 月期　97,610,118 株

　 ２．会計処理の方法の変更 無

  ３．営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

（２）配 当 状 況

１株当たり年間配当金

中  間 期  末

配当金総額

（ 年 間 ） 配当性向
株 主 資 本     

配 当 率     

14年 3月期

13年 3月期

    円    銭

  6   00

  6   00

 円    銭

3   00

3   00

  円    銭

 3   00

 3   00

            百万円

      585

      585

             ％

     101.3

      　－

            ％

      1.3

      1.3

（３）財 政 状 態

総　　資　　産 株　主　資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

14年 3月期

13年 3月期

　　　　 　　　  百万円

      109,766

      109,260

　　　　　　    百万円

      44,592

      44,634

              ％

      40.6

      40.9

             円       銭

       456    88

       457    28

（注）①期末発行済株式数 14 年 3 月期　97,601,770 株　　 13 年 3 月期　97,610,118 株

　　　②期末自己株式数 14 年 3 月期　　　 8,348 株 13 年 3 月期　       551 株

　　　

２．１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日）

１株当たり年間配当金
営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益

　 中　 間 期 　末

中 間 期

通　　期

　　　　　　 百万円

    49,000

    98,500

　　　　　百万円

   1,150

   2,400

　　　　 百万円

    500

  1,100

    円    銭

3   00

    円    銭

3   00

  円    銭

6   00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　 　11 円 27 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、

今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。



貸　借　対　照　表

平成14年 3月31日現在
(単位：百万円・未満切捨)

金　額 構成比 金　額 構成比
(資 産 の 部) % %

35,435 32.3 32,346 29.6 3,089 
現 金 及 び 預 金 6,618 3,794 2,824 
受 取 手 形 4,617 5,214 △    596 
営 業 未 収 金 13,282 13,757 △    474 
有 価 証 券 7,823 7,049 773 
自 己 株 式 - 0 △      0 
貯 蔵 品 142 151 △      9 
前 払 費 用 242 229 12 
繰 延 税 金 資 産 548 364 183 
短 期 貸 付 金 841 628 213 
未 収 入 金 1,144 968 175 
そ の 他 の 流 動 資 産 221 232 △  　 10 
貸 倒 引 当 金 △     46 △     45 △      1 

74,330 67.7 76,914 70.4 △  2,583 
（ 有 形 固 定 資 産 ） (    60,022) (54.7) (    61,882) (56.7) （△  1,860)
建 物 19,019 19,671 △    652 
構 築 物 1,621 1,748 △    126 
機 械 装 置 829 869 △     40 
車 両 運 搬 具 2,071 3,114 △  1,042 
工 具 器 具 備 品 511 511 △      0 
土 地 35,968 35,968 - 
建 設 仮 勘 定 1 0 1 
（ 無 形 固 定 資 産 ） (       350) ( 0.3) (       362) ( 0.3) (△     11)
借 地 権 254 251 3 
施 設 利 用 権 18 20 △      2 
電 話 加 入 権 71 71 - 
ソ フ ト ウ ェ ア 6 19 △     12 
（ 投 資 等 ） (    13,958) ( 12.7) (    14,669) (13.4) (△    711)
投 資 有 価 証 券 4,935 5,648 △    712 
子 会 社 株 式 1,159 1,349 △    190 
長 期 貸 付 金 419 473 △     54 
差 入 保 証 金 2,242 2,278 △     35 
長 期 前 払 費 用 34 48 △     13 
繰 延 税 金 資 産 4,054 3,564 489 
そ の 他 の 投 資 1,638 1,587 51 
貸 倒 引 当 金 △    526 △    281 △    245 

109,766 100.0 109,260 100.0 506 

増減金額
前　　　期当　　　期

資 産 合 計

固 定 資 産

流 動 資 産

科　　　 目

－ 1 －



(単位：百万円・未満切捨)

金　額 構成比 金　額 構成比
(負 債 の 部) % %

28,433 25.9 27,823 25.4 609 

営 業 未 払 金 7,488 7,819 △    330 

短 期 借 入 金 13,520 13,440 80 

1年以内返済予定長期借入金 578 533 44 

未 払 金 569 493 75 

未 払 法 人 税 等 872 333 538 

未 払 消 費 税 等 582 475 107 

未 払 費 用 3,064 2,819 245 

預 り 金 522 539 △     17 

賞 与 引 当 金 1,133 1,110 23 

設 備 支 払 手 形 - 141 △    141 

そ の 他 の 流 動 負 債 100 117 △     17 

36,741 33.5 36,801 33.7 △     60 

社 債 7,000 7,000 - 

長 期 借 入 金 2,688 3,266 △    578 

再評価に係る繰延税金負債 5,639 5,639 - 

退 職 給 付 引 当 金 21,365 20,857 507 

そ の 他 の 固 定 負 債 47 37 10 

65,174 59.4 64,625 59.1 548 

(資 本 の 部)

14,182 12.9 14,182 13.0 - 

15,948 14.5 15,915 14.6 33 

資 本 準 備 金 14,687 14,687 - 

利 益 準 備 金 1,260 1,227 33 

7,872 7.2 7,872 7.2 - 

6,471 5.9 6,541 6.0 △     70 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 5,210 5,214 △      4 

退 職 手 当 基 金 230 220 10 

別 途 積 立 金 360 9,660 △  9,300 

当 期 未 処 分 利 益 669 △  8,554 9,223 

( う ち 当 期 純 利 益 ) (       578) (△  8,887) (    9,465)

119 0.1 122 0.1 △      3 

△      2 △ 0.0 -    - △      2 

44,592 40.6 44,634 40.9 △     42 

109,766 100.0 109,260 100.0 506 

科　　　 目 増減金額
当　　　期 前　　　期

負 債 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

剰 余 金

再 評 価 差 額 金

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

資 本 金

法 定 準 備 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

－ 2 －



(単位：百万円・未満切捨)

金　額 百分比 金　額 百分比

% % %

98,462 100.0 100,508 100.0 △  2,046 △   2.0 

93,679 95.1 95,808 95.3 △  2,128 △   2.2 

2,840 2.9 3,006 3.0 △    165 △   5.5 

1,941 2.0 1,694 1.7 247 14.6 

778 0.8 926 0.9 △    147 △  16.0 

受取利息及び配当金 322 429 △    107 

有 価 証 券 売 却 益 0 36 △     36 

家 賃 収 入 265 229 36 

そ の 他 の 収 益 190 230 △     40 

369 0.4 415 0.4 △     45 △  11.1 

支 払 利 息 363 399 △     35 

そ の 他 の 費 用 5 15 △      9 

2,351 2.4 2,205 2.2 145 6.6 

146 0.1 39 0.1 107 268.4 

9 12 △      3 

137 26 110 

1,169 1.2 17,160 17.1 △ 15,991 △  93.2 

106 244 △    138 

556 400 155 

190 - 190 

- 19 △     19 

0 2 △      2 

82 7 74 

- 16,038 △ 16,038 

99 183 △     84 

134 - 134 

- 262 △    262 

1,328 1.3 △ 14,914 △14.8 16,243 -         

1,421 1.4 1,085 1.1 336 31.1 

△    671 △ 0.7 △  7,112 △ 7.1 6,440 △  90.6 

578 0.6 △  8,887 △ 8.8 9,465 -         

384 507 △    123 

- 148 △    148 

292 292 △      0 

- 29 △     29 

669 △  8,554 9,223 

損　益　計　算　書
自 平成13年 4月 1日 　至 平成14年 3月31日

営 業 原 価

販売費及び一般管理費

対前期比

経
 
　
常
 
　
損
 
　
益
 
　
の
 
　
部

営
業
損
益
の
部

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

役 員 退 職 慰 労 金

退職給付会計基準変更時差異

当 期 未 処 分 利 益

法人税、住民税及び事業税

当 期 純 利 益

利 益 準 備 金 積 立 額

前 期 繰 越 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

増減金額

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

前 　  期
科　　　　　　目

経 常 利 益

営 業 収 入

営
 
業
 
外
 
損
 
益
 
の
 
部

営 業 利 益

当 　  期

中 間 配 当 額

投 資 有 価 証 券 売 却 損

法 人 税 等 調 整 額

再 評 価 差 額 金 取 崩 額

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

特
 
別
 
損
 
益
 
の
 
部

固定資産売却及び除却損

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益

子 会 社 株 式 評 価 損

関 係 会 社 株 式 評 価 損

子会社貸倒引当金繰入額

子 会 社 支 援 損

－ ３ －



当 期 前 期 増 減 金 額

669        △ 8,554   9,223      

69        69        △     0 

-         9,300     △ 9,300   

739       815       △    76   

332       431       △    98   

利 益 準 備 金 -         33        △    33   

配 当 金 292       292       △     0 

役 員 賞 与 金 30        30        -          

（うち監査役賞与金） (       4) (       3) (       0)

固定資産圧縮積立金 -         65        △    65   

退 職 手 当 基 金 10        10        -          

406       384       22         

739       815       △    76   

(注) １．平成13年12月 7日に292百万円（１株につき３円）の中間配当を実施いたしました。

２．固定資産圧縮積立金の取崩額及び積立額は、租税特別措置法に基づくものであります。

合　　　　　　計

（普通配当１株につき３円） （普通配当１株につき３円）

合　　　　　　計

利 益 処 分 額

科　　　　　　　目

固定資産圧縮積立金取崩額

利　　益　　処　　分　　案

次 期 繰 越 利 益

当 期 未 処 分 利 益

別 途 積 立 金 取 崩 額

（単位：百万円・未満切捨）

－ 4 －



－　５ －

◎　重要な会計方針

１． 有価証券の評価基準および評価方法

       子会社株式及び関連会社株式 　 　　　　　……　移動平均法による原価法

　　　 その他有価証券　　時価のあるもの　　　　……　期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し、売却原価は移動平均法により算定

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　しております。）

　　　 　　　　　　　　　時価のないもの　　　　……　移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

       貯  蔵  品  …… 最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却方法

       有形固定資産  … 定率法によっております。

                        ただし、建物及び構築物については、定額法によっております。

　　　　　　　　　　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　建物及び構築物　　　 ……　2 年～50 年

　　　　　　　　　　　　　機械装置及び運搬具　 ……　2 年～15 年

       無形固定資産  … 残存価額を零とする定額法

                        なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

　　　　　　　　　　　（５年）に基づく定額法によっております。

４．引当金の計上基準

       貸倒引当金        … 一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

                        いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

       賞与引当金        … 従業員の賞与の引当として支給見込額基準により計上しております。

       退職給付引当金… 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

　　　　　　　　　　　　及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

                        数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

　　　　　　　　　　　　務期間以内の一定の年数（12 年）による定額法により按分した額をそ

　　　　　　　　　　　　れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

５．リース取引の処理方法

　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

　　ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（　追加情報　）

　　自己株式

　　　前期まで流動資産に計上しておりました自己株式を当期より資本の部に自己株式を設けて、

    控除する形式で表示しております。



－ ６ －

◎ 注記事項

（ 貸借対照表関係 ）

 （当　　期） （前　　期）

１．有形固定資産減価償却累計額 42,163 百万円 42,413 百万円

２．保 証 債 務             1,354 百万円 1,178 百万円

３．自 己 株 式 の 数             8,348 株 551 株

４．土地再評価法の適用について

      土地の再評価に関する法律(平成 10 年 3月 31日公布法律第 34号)に基づき、事業用の

    土地の再評価を行い、再評価差額金を資本の部に計上しております。

      ・再評価の方法

          土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年 3月 31日公布政令第 119号)第 2条

        第 3 号に定める地方税法第 341条第 10号の土地課税台帳又は同条第 11号の土地補

        充課税台帳に登録されている価格に合理的な調整を行って算出しております。

      ・再評価を行った年月日                 平成 12 年 3月 31日

・ 再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

（当　　期） （前　　期）

4,417 百万円 2,593 百万円

５．期末日満期手形

      期末日満期手形の会計処理については、当事業年度の末日は金融機関の休日でしたが、

    満期日に決済が行われたものとして処理しております。

      当事業年度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。

（当　　期） （前　　期）

　　　　　　　　　受取手形 471 百万円 538 百万円

（ 損益計算書関係 ）

                                              （ 当    期 ）       （前　　　期）

１．特 別 利 益       

    固定資産売却益          主なものは車両       主なものは土地

             の売却によるも       の売却によるも

         のであります。       のであります。

　２．特 別 損 失       

　　　固定資産売却及び除却損　　          主なものは車両       主なものは車両

         の売却によるも       の売却によるも

         のであります。       のであります



－ ７ －

（ リース取引関係 ）

　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（当　　期） （前　　期）

機械装置等      機械装置等      

１．取 得 価 額 相 当 額          8,574 百万円 5,353 百万円

　　減価償却累計額相当額 2,359 百万円 1,066 百万円

　　期 末 残 高 相 当 額          6,214 百万円 4,286 百万円

２．未経過リース料期末残高相当額

１年以内 1,593 百万円 968 百万円

１年　超 4,620 百万円 3,318 百万円

　 計 6,214 百万円 4,286 百万円

３．支払リース料（減価償却費相当額） 1,339 百万円 554 百万円

４．減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

    法によっております。

５．上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合

    が低いため、支払利子込み法によっております。

  

（ 有価証券関係（子会社株式及び関連会社株式））

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません｡

（ 税効果会計関係 ）

 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（当　　期） （前　　期）

   繰延税金資産

   賞与引当金損金算入限度超過額          326 百万円 215 百万円

退職給付引当金損金算入限度超過額 7,681 百万円 7,290 百万円

その他 363 百万円 244 百万円

 繰延税金資産小計 8,371 百万円 7,750 百万円

 評価性引当額 － －

 繰延税金資産合計 8,371 百万円 7,750 百万円

 繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △   85 百万円 △　 88 百万円

 固定資産圧縮積立金 △3,683 百万円 △3,733 百万円

 繰延税金負債合計 △3,769 百万円 △3,821 百万円

 繰延税金資産の純額 4,602 百万円 3,929 百万円



－ ８ －

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、

   当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（当　　期） （前　　期）

 法定実効税率                        41.74％

　（ 調 整 ）

     交際費等永久に損金に算入されない項目       3.24％

     受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △  3.20％

     住民税均等割等                            14.55％

     その他                                  0.17％

   税効果会計適用後の法人税等の負担率           56.50％



事業別営業収益明細表

   (単位：百万円・未満切捨）

営業収益 構成比 営業収益 構成比

% % %

95,340 96.8 97,515 97.0 △ 2,175 △ 2.2 

(   86,630) (  88.0) (   89,285) (  88.8) (△ 2,655) (△ 3.0)

特 別 積 合 せ
貨物運送部門

83,579 84.9 85,998 85.6 △ 2,419 △ 2.8 

引 越 部 門 1,717 1.7 1,952 1.9 △   234 △12.0 

鉄 道 利 用
運 送 部 門

1,332 1.4 1,333 1.3 △     1 △ 0.1 

(    8,709) (   8.8) (    8,230) (   8.2) (     479) (   5.8)

3,122 3.2 2,992 3.0 129  4.3 

98,462 100.0 100,508 100.0 △ 2,046 △ 2.0 

(注)1.貨物自動車運送事業欄には、一般貨物自動車運送事業収入、貨物軽自動車運送事業収入

  　　及び利用運送事業収入を含めて表示してあります。          

　  2.その他事業は物品販売業収入、修繕収入及び保険代理業収入であります。

役　員　の　異　動　(平成14年6月27日付)

異動はありません。

そ の 他 事 業

物流関連事業

合 計

倉  庫  事  業

貨 物 自 動 車
運 送 事 業

増減金額 対前期比事  業  別
当 　 　期 前 　　 期

－ ９ －


